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(57)【要約】
【課題】点火プラグの消耗の抑制及び混合気の燃焼の安
定化を両立させることができる点火制御装置を提供する
こと。
【解決手段】点火制御装置は、放電用電圧を発生させる
点火コイルと、放電用電圧によって放電を発生させ、内
燃機関の気筒内に取り込まれた混合気に点火する点火プ
ラグと、点火コイルの動作を制御する制御回路とを備え
ている。制御回路には、点火プラグにおける放電電流Ｉ
を、所定の検出間隔で検出する検出器が接続されている
。点火制御装置は、所定の検出間隔で複数回検出を行っ
た放電電流の値に基づいて、放電電流Ｉの大きさの時間
的変化である傾きαを算出し、傾きαが所定の変動範囲
を外れて変化した時に、混合気の燃焼が開始されたと判
断するよう構成されている。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　放電用電圧を発生させる点火コイル（２）と、上記放電用電圧によって放電を発生させ
、内燃機関の気筒（６）内に取り込まれた混合気（Ｇ）に点火する点火プラグ（３）と、
上記点火コイル（２）の動作を制御する制御回路（４）とを備えた点火制御装置（１）に
おいて、
　上記制御回路（４）には、上記点火プラグ（３）における放電電流（Ｉ）を、所定の検
出間隔（Ｔ１）で検出する検出器（５）が接続されており、
　上記所定の検出間隔（Ｔ１）で複数回検出を行った電流値に基づいて、上記放電電流（
Ｉ）の大きさの時間的変化である傾き（α）を算出し、該傾き（α）が所定の変動範囲を
外れて変化した時に、上記混合気（Ｇ）の燃焼が開始されたと判断するよう構成されてい
ることを特徴とする点火制御装置（１）。
【請求項２】
　上記傾き（α）が所定の変動範囲を外れて変化した時に、上記点火コイル（２）におけ
る一次コイル（２１）へ放電遮断用の通電を開始することにより、上記点火プラグ（３）
における放電を遮断するよう構成されていることを特徴とする請求項１に記載の点火制御
装置（１）。
【請求項３】
　上記一次コイル（２１）への上記放電遮断用の通電を開始した後には、上記内燃機関の
排気工程（Ｋ３）又は吸気工程において、上記通電を遮断するよう構成されていることを
特徴とする請求項２に記載の点火制御装置（１）。
【請求項４】
　上記放電電流（Ｉ）には、上記点火コイル（２）における二次コイル（２２）側の静電
容量に起因した突発的な成分としての容量放電成分（Ｉ１）と、上記二次コイル（２２）
側の電磁エネルギーに起因した持続的な成分としての誘導放電成分（Ｉ２）とがあり、
　上記傾き（α）は、上記検出器（５）による電流値のうち、所定の電流値を超える上記
容量放電成分（Ｉ１）を除く残りの電流値に基づいて算出するよう構成されていることを
特徴とする請求項１～３のいずれか一項に記載の点火制御装置（１）。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、内燃機関の気筒における点火制御を行う点火制御装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　点火制御装置は、点火プラグが接続された点火コイルの一次コイルへの通電及び通電の
遮断をするタイミングを制御し、点火プラグにおいて発生させる放電によって、内燃機関
の気筒に取り込まれた混合気への点火を行っている。
　点火プラグにおける放電時間は、長くなり過ぎると点火プラグの電極の消耗が大きくな
り、短くなり過ぎると失火の原因になる。そのため、点火プラグにおける放電時間を適切
に制御することが重要になる。
【０００３】
　例えば、特許文献１の点火装置においては、点火プラグにおける放電開始後の所定期間
において、点火コイルの一次電圧の絶対値を所定値以下に制限することが開示されている
。この点火装置においては、放電開始後の所定期間において、点火コイルの二次電圧が制
限される。そして、気流による放電の吹消えが発生しても、その発生直後に再放電するこ
とが回避されることにより、放電繰り返しによるプラグ消耗が抑制される。また、放電期
間が不足しないよう誘導放電による放電が継続されることにより、失火が回避される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
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【特許文献１】特開２０１３－１００８１１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、近年の高タンブルエンジン等においては、気筒内における混合気の流速
が速い。そして、混合気の流れによって、点火プラグにおける放電の吹消えが生じるごと
に再び放電が行われて、混合気の燃焼が行われる。特許文献１の点火装置においては、放
電開始後の所定期間において点火コイルの二次電圧が制限されるため、混合気の燃焼が開
始される前においても、二次電圧による放電電流が制限される場合がある。この場合、点
火プラグにおける放電によって混合気に点火が行われる前に放電電流が制限され、失火が
生じやすくなり、燃焼を安定化させることが困難になる。また、特許文献１においては、
混合気の燃焼が開始された後にも、点火プラグにおける放電が行われる。そのため、点火
プラグにおける放電時間を適切に短くすることができず、点火プラグの消耗を十分に抑制
することができない。
【０００６】
　本発明は、かかる背景に鑑みてなされたもので、点火プラグの消耗の抑制及び混合気の
燃焼の安定化を両立させることができる点火制御装置を提供しようとして得られたもので
ある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の一態様は、放電用電圧を発生させる点火コイルと、上記放電用電圧によって放
電を発生させ、内燃機関の気筒内に取り込まれた混合気に点火する点火プラグと、上記点
火コイルの動作を制御する制御回路とを備えた点火制御装置において、
　上記制御回路には、上記点火プラグにおける放電電流を、所定の検出間隔で検出する検
出器が接続されており、
　上記所定の検出間隔で複数回検出を行った電流値に基づいて、上記放電電流の大きさの
時間的変化である傾きを算出し、該傾きが所定の変動範囲を外れて変化した時に、上記混
合気の燃焼が開始されたと判断するよう構成されていることを特徴とする点火制御装置に
ある。
【発明の効果】
【０００８】
　上記点火制御装置においては、点火プラグの消耗の抑制及び混合気の燃焼の安定化の両
立を図る工夫をしている。
　具体的には、内燃機関の燃焼動作において、点火プラグから放電が行われる際には、検
出器は、点火プラグにおける放電電流を所定の検出間隔で検出する。このとき、点火制御
装置は、制御回路における動作によって、所定の検出間隔で複数回検出を行った電流値に
基づいて、放電電流の大きさの時間的変化である傾きを算出する。
【０００９】
　この傾きは、点火コイルによる混合気への点火によって混合気の燃焼が開始される前の
値に比べて、混合気の燃焼が開始された後の値が緩やかになることが分かった。この理由
は次のように考える。燃焼が開始された後には、混合気中の酸素、窒素、燃料としての炭
化水素等の成分がイオン化し、放電しやすい状況が形成される。これにより、燃焼開始後
には、放電時間が引き延ばされ、傾きが緩やかになると考える。
【００１０】
　点火制御装置は、制御回路における動作によって、傾きの監視を行い、傾きが所定の変
動範囲を外れて変化した時に、混合気の燃焼が開始されたと判断する。そして、この判断
を行った時には、点火制御装置は、点火プラグにおける放電が行われないようにすること
ができる。これにより、点火プラグの放電時間を適切に短くすることができ、点火プラグ
の消耗を抑制することができる。また、燃焼が開始される前に、放電電流が制限されるこ
とがなく、失火の発生を抑えて、燃焼を安定化させることができる。
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【００１１】
　それ故、上記点火制御装置によれば、点火プラグの消耗の抑制及び混合気の燃焼の安定
化を両立させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】実施例にかかる、点火制御装置を示す説明図。
【図２】実施例にかかる、点火制御装置の電気的構成を示す説明図。
【図３】実施例にかかる、二次コイル及び点火プラグに流れる放電電流の時間的変化を示
すグラフ。
【図４】実施例にかかる、点火制御装置の点火動作におけるＩＧｔ信号、一次電流及び二
次電流の時間的変化を示すグラフ。
【図５】実施例にかかる、検出器による各検出時点を示し、検出間隔と算出間隔との関係
を示すグラフ。
【図６】実施例にかかる、点火制御装置における点火制御プログラムの流れを概念的に示
すフローチャート。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　上述した点火制御装置における好ましい実施の形態について説明する。
　上記点火制御装置においては、上記傾きが所定の変動範囲を外れて変化した時に、上記
点火コイルにおける一次コイルへ放電遮断用の通電を開始することにより、上記点火プラ
グにおける放電を遮断するよう構成されていてもよい。
　この場合には、混合気の燃焼が開始されたと判断された時には、一次コイルへ放電遮断
用の通電を開始するといった簡単な構成により、直ちに点火プラグにおける放電を遮断す
ることができる。
【００１４】
　また、上記一次コイルへの上記放電遮断用の通電を開始した後には、上記内燃機関の排
気工程又は吸気工程において、上記通電を遮断するよう構成されていてもよい。
　点火コイルにおける一次コイルへ放電遮断用の通電を行うことにより、一次コイルには
、通常の放電発生用の通電が行われる以外に、放電遮断用の通電が余分に行われることに
なる。そのため、放電遮断用の通電を、混合気の燃焼に影響が生じない排気工程又は吸気
工程において遮断することにより、この通電の遮断によって点火プラグに発生する放電が
、混合気の燃焼に影響を与えないようにすることができる。
【００１５】
　また、上記放電電流には、上記点火コイルにおける二次コイル側の静電容量に起因した
突発的な成分としての容量放電成分と、上記二次コイル側の電磁エネルギーに起因した持
続的な成分としての誘導放電成分とがあり、上記傾きは、上記検出器による電流値のうち
、所定の電流値を超える上記容量放電成分を除く残りの電流値に基づいて算出するよう構
成されていてもよい。
　この場合には、放電電流の大きさの時間的変化である傾きを算出する際に、容量放電成
分が傾きに与える影響をできるだけ小さくすることができる。そのため、混合気の燃焼が
開始された時点の判断の精度を高めることができる。
【実施例】
【００１６】
　以下に、点火制御装置にかかる実施例について、図面を参照して説明する。
　本例の点火制御装置１は、図１、図２に示すように、放電用電圧を発生させる点火コイ
ル２と、放電用電圧によって放電を発生させ、内燃機関の気筒６内に取り込まれた混合気
Ｇに点火する点火プラグ３と、点火コイル２の動作を制御する制御回路４とを備えている
。制御回路４には、点火プラグ３における放電電流Ｉを、所定の検出間隔Ｔ１で検出する
検出器５が接続されている。点火制御装置１は、所定の検出間隔Ｔ１で複数回検出を行っ
た放電電流Ｉの値に基づいて、放電電流Ｉの大きさの時間的変化である傾きαを算出し、
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傾きαが所定の変動範囲を外れて変化した時に、混合気Ｇの燃焼が開始されたと判断する
よう構成されている。
【００１７】
　以下に、本例の点火制御装置１について詳説する。
　図１、図２に示すように、点火制御装置１は、内燃機関としてのエンジンの各気筒６に
おける燃焼の制御を行うよう構成されている。点火制御装置１は、制御回路４における制
御動作によって、点火コイル２における一次コイル２１への通電及び通電の遮断を行うタ
イミングを制御するよう構成されている。
　点火コイル２は、制御回路４に接続されたスイッチング回路４１によって通電及び通電
の遮断が行われる一次コイル２１と、一次コイル２１と同心円状に配置され、一次コイル
２１への通電が遮断されたときの誘導起電力としての二次電圧を発生させる二次コイル２
２とを有している。エンジンの燃焼サイクルにおける圧縮工程Ｋ１又は膨張工程Ｋ２にお
いて、放電用電圧を発生させるための一次コイル２１への通電及び通電の遮断が行われる
（図４参照）。
【００１８】
　図２に示すように、点火プラグ３は、点火コイル２における二次コイル２２の高電圧側
端部に接続される中心電極３１と、シリンダヘッドのプラグホールに取り付けられ、グラ
ウンド電位に接続されるハウジングとを有している。ハウジングには、中心電極３１の先
端部との間に、放電用間隙Ｃを形成する接地電極３２が設けられている。
　制御回路４は、ＥＣＵ（エンジンコントロールユニット）における点火制御を行う部分
として構成されている。検出器５は、二次コイル２２の高電圧側端部に接続されており、
二次コイル２２から点火プラグ３に流れる放電電流Ｉを検出するよう構成されている。
【００１９】
　図３は、横軸に時間をとり、縦軸に二次コイル２２及び点火プラグ３に流れる二次電流
としての放電電流Ｉをとって、放電電流Ｉの時間的変化を示す。同図において、一次コイ
ル２１への通電を遮断した直後には、二次電圧が急激に上昇し、二次電圧が点火プラグ３
における放電電圧に達したときには（図中のｔ１の時点）、点火プラグ３における放電用
間隙Ｃにおいて火花放電が発生する。また、火花放電とともに放電電流Ｉが発生する。こ
の放電電流Ｉには、点火コイル２における二次コイル２２側の静電容量に起因した突発的
な成分としての容量放電成分Ｉ１と、二次コイル２２側の電磁エネルギーに起因した持続
的な成分としての誘導放電成分Ｉ２とが含まれる。突発的な容量放電成分Ｉ１は、気筒６
内における混合気Ｇの流れによる、放電の吹消えが生じたときに発生していると考えられ
る。また、持続的な誘導放電成分Ｉ２は、時間とともに徐々に減衰していく。
【００２０】
　そして、放電電流Ｉが流れる途中において、放電用間隙Ｃに発生する火花放電によって
、混合気Ｇに点火が行われ、燃焼が開始される。このとき、放電用間隙Ｃに存在する混合
気Ｇ中の酸素、窒素、燃料としての炭化水素等の成分がイオン化し、放電用間隙Ｃに放電
が発生しやすい状況が形成される。そして、燃焼質量割合が０％である、燃焼が開始され
た時点ｔ２において、誘導放電成分Ｉ２の時間的変化を示す傾きαの変曲点Ｘが出現する
。この変曲点Ｘが出現する時点が、傾きαが所定の変動範囲を外れて変化した時として検
出される。傾きαは、変曲点Ｘを境にして、燃焼開始前の傾きαの大きさ（直線Ｌ１によ
って示す。）に比べて、燃焼開始後の傾きαの大きさ（直線Ｌ２によって示す。）が小さ
くなる。燃焼開始後の傾きαの大きさが小さくなるのは、放電用間隙Ｃに放電が発生しや
すい状況が形成されたことにより、放電時間が引き延ばされるためである。
【００２１】
　図４は、横軸に時間をとり、縦軸に、一次コイル２１におけるＩＧｔ信号（点火信号）
、一次コイル２１における一次電流、二次コイル２２における二次電流（放電電流Ｉ）を
とって、点火制御装置１の点火動作におけるＩＧｔ信号、一次電流及び二次電流の時間的
変化を示す。
　点火制御装置１の動作において、圧縮工程Ｋ１において混合気Ｇが圧縮されるときには
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、スイッチング回路４１によるＩＧｔ信号の印加によって一次コイル２１への通電が開始
される。そして、一次コイル２１に一次電流が流れ、一次コイル２１が充電される。次い
で、混合気Ｇに点火を行うタイミングに合わせて、一次コイル２１への通電が遮断される
と、二次コイル２２に誘導起電力としての二次電圧が発生するとともに、二次コイル２２
に二次電流としての放電電流Ｉが流れる。放電電流Ｉは、一次コイル２１への通電を遮断
した直後に最も大きくなり、その後、徐々に減衰していく。そして、放電電流Ｉが点火プ
ラグ３における放電用間隙Ｃに流れる間に、混合気Ｇへの点火が行われる。
【００２２】
　図１に示すように、制御回路４には、一次コイル２１への通電及び通電の遮断のタイミ
ング、検出器５による放電電流Ｉの値の検出等を行うための点火制御プログラムＰが構築
されている。点火制御プログラムＰにおいては、検出間隔Ｔ１よりも長い間隔であって、
検出間隔Ｔ１の整数倍の間隔になるように、算出間隔Ｔ２が設定されている。図５には、
検出器５による各検出時点ｔを示し、検出間隔Ｔ１と算出間隔Ｔ２との関係を示す。
【００２３】
　図６には、点火制御装置１における点火制御プログラムＰの流れを概念的に示す。
　点火制御プログラムＰは、エンジンの燃焼サイクル中において、放電用電圧を発生させ
るための一次コイル２１への通電及び通電の遮断Ａ１と、放電の遮断を行うための一次コ
イル２１への通電の開始Ａ２とを行う（図４参照）。
　まず、点火制御プログラムＰは、エンジンの燃焼サイクルにおける点火時期に応じて、
一次コイル２１への通電を開始し（同図のステップＳ１）、所定時間経過後に（Ｓ２）、
この通電を遮断する（Ｓ３、図３、図４の時間ｔ１）。
【００２４】
　そして、点火制御プログラムＰは、一次コイル２１への通電開始後にこの通電を遮断す
るときには、一定の検出間隔（時間間隔）Ｔ１で、二次コイル２２の高電圧側端部及び点
火プラグ３に流れる放電電流Ｉの検出を開始する（Ｓ４）。そして、放電電流Ｉの検出を
複数回行ったときの算出間隔Ｔ２の経過時に（Ｓ５）、複数回検出を行った放電電流Ｉの
値を平均して、放電電流Ｉの大きさの時間的変化である傾きαを算出する（Ｓ６）。
【００２５】
　このとき、傾きαは、検出器５による放電電流Ｉの値のうち、所定の放電電流Ｉの値を
超える容量放電成分Ｉ１を除く残りの放電電流の値に基づいて算出することができる。容
量放電成分Ｉ１は、突発的な放電電流Ｉの成分であって、混合気Ｇの点火に貢献しない成
分であり、傾きαを算出する際の誤差の要因となる。一方、誘導放電成分Ｉ２は、持続的
な放電電流Ｉの成分であって、混合気Ｇの点火に貢献する成分である。そのため、容量放
電成分Ｉ１を可能な限り除いて傾きαを算出することにより、容量放電成分Ｉ１が傾きα
に与える影響をできるだけ小さくして、混合気Ｇの燃焼が開始された時点の判断の精度を
高めることができる。
【００２６】
　点火制御プログラムＰにおいては、傾きαが所定の変動範囲を外れて変化した時（変曲
点Ｘが出現した時）に（Ｓ７）、混合気Ｇの燃焼が開始されたと判断し、点火コイル２に
おける一次コイル２１へ放電遮断用の通電を開始することにより（図３、図４の時間ｔ２
）、点火プラグ３における放電を遮断する（Ｓ８）。なお、傾きαが所定の変動範囲を外
れて変化した時には、傾きαの変曲点Ｘが出現したと判断する（図３参照）。また、放電
の遮断を行うための一次コイル２１への通電の遮断は、所定時間経過後に（Ｓ９）、燃料
サイクル中における排気工程Ｋ３において行う（Ｓ１０、図３、図４の時間ｔ３）。なお
、この通電の遮断は、吸気工程において行うこともできる。
【００２７】
　放電の遮断を行うための一次コイル２１への通電は、点火プラグ３における放電用間隙
Ｃに放電を発生させるための通電ではない。そして、この通電を遮断したときに放電用間
隙Ｃに発生する放電は、不要な放電となる。そのため、図４に示すように、放電の遮断を
行うための一次コイル２１への通電の遮断を排気工程Ｋ３において行い、不要な放電によ
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って、混合気Ｇの燃焼に影響が生じないようにすることができる。
【００２８】
　本例の点火制御装置１の制御回路４における点火制御プログラムＰは、上述したように
、点火プラグ３の放電用間隙Ｃにおいて放電電流Ｉが発生するときに、傾きαの算出及び
監視を行い、傾きαが所定の変動範囲を外れて変化した時に、混合気Ｇの燃焼が開始され
たと判断する。そして、この時、点火コイル２における一次コイル２１へ放電遮断用の通
電を開始することにより、点火プラグ３における放電を遮断する。これにより、混合気Ｇ
が点火されて混合気Ｇの燃焼が開始された後においては、混合気Ｇの点火に不必要になっ
た放電を停止することができる。
　そのため、点火プラグ３の放電時間を適切に短くすることができ、点火プラグ３の消耗
を抑制することができる。また、燃焼が開始される前に、放電電流Ｉが制限されることが
なく、失火の発生を抑えて、燃焼を安定化させることができる。
【００２９】
　それ故、本例の点火制御装置１によれば、点火プラグ３の消耗の抑制及び混合気Ｇの燃
焼の安定化を両立させることができる。
【符号の説明】
【００３０】
　１　点火制御装置
　２　点火コイル
　３　点火プラグ
　４　制御回路
　５　検出器
　Ｇ　混合気
　Ｉ　放電電流
　α　傾き
【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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